
南砺市福祉有償運送等運営協議会

日時 平成２６年２月７日（金）午後２時

場所 南砺市井波庁舎 ２階 大会議室

１ 開 会

２ あいさつ

３ 委員紹介

４ 会長及び副会長の選出について

５ 会長あいさつ

６ 議事録署名人の指名について

７ 協 議

（１） 福祉有償運送事業申請者の協議について（面接、協議）

      ①南砺市社会福祉協議会（更新申請）

８ その他

９ 閉 会



様式第１－２号 

南 社 協 第  号 

平成 26 年 月 日   

北陸信越運輸支局 富山運輸支局長 殿 

名    称  社会福祉法人南砺市社会福祉協議会 

住    所    富山県南砺市井波５２０番地   

代表者の氏名  会 長  齊 藤  昌 英

自家用有償旅客運送の更新登録の申請 

 このたび、自家用有償旅客運送の有効期間の更新を行いたいので、道路運送法第７９条

の６及び同法施行規則第５１条の１０の規定に基づき、下記のとおり申請します。 

記 

１. 氏名、名称、代表者の氏名

南砺市蛇喰１００９番地 

社会福祉法人南砺市社会福祉協議会 

会長  齊藤 昌英 

２. 登録番号

北富福 第 ２ 号 

３. 自家用有償旅客運送の種別

福祉有償運送 

４．運送の区域 

区   域 備    考 

南砺市 

５．事務所の名称及び位置

事務所の名称 位    置 

南砺市社会福祉協議会城端支所 

南砺市社会福祉協議会平支所 

 南砺市社会福祉協議会利賀支所 

 南砺市社会福祉協議会井波支所 

 南砺市社会福祉協議会福野支所 

 南砺市社会福祉協議会福光支所

南砺市理休４２９番地 

 南砺市下梨２２４０番地 

 南砺市利賀村百瀬川３１３番地 

 南砺市井波５２１番地 

 南砺市院林８２番地２ 

 南砺市荒木１５５０番地



６．事務所ごとに配置する自家用有償旅客運送自動車の数及びその種類ごとの数

事務所の名称 
所 有 

区 分 

寝台車 

（軽） 

車いす車 

（軽） 

兼用車 

（軽） 

回転シート車 

（軽） 

セダン等 

（軽） 

合 計 

（軽） 

  城端支所 

所 有 
（  ） 

１ 

（１） （  ） （  ） （   ） 

１ 

（１） 

持 込 
（ ） （  ） （  ） （  ） （  ） （   ）

合 計 
（  ） 

１ 

（１） （  ） （  ） （  ） 

１ 

（１） 

  平支所 

所 有 

（  ） 

１ 

（１） （  ） （  ） （   ） 

１ 

（１） 

持 込 

（ ） （  ） （  ） （  ） （  ） （   ）

合 計 

（  ） 

１ 

（１） （  ） （  ） （  ） 

１ 

（１） 

  利賀支所 

所 有 

（  ） 

１ 

（１） （  ） （  ） （   ） 

１ 

（１） 

持 込 

（ ） （  ） （  ） （  ） （  ） （   ）

合 計 

（  ） 

１ 

（１） （  ） （  ） （  ） 

１ 

（１） 

  井波支所 

所 有 

（  ） 

１ 

（１） （  ） （  ） （   ） 

１ 

（１） 

持 込 

（ ） （  ） （  ） （  ） （  ） （   ）

合 計 

（  ） 

１ 

（１） （  ） （  ） （  ） 

１ 

（１） 

  福野支所 

所 有 

（  ） 

１ 

（１） （  ） （  ） （   ） 

１ 

（１） 

持 込 

（ ） 

１ 

（  ） （  ） （  ） （  ） 

１ 

（   ）

合 計 

（  ） 

２ 

（１） （  ） （  ） （  ） 

２ 

（１） 

  福光支所 

所 有 

（  ） 

２ 

（１） （  ） （  ） （   ） 

２ 

（１） 

持 込 

（ ） （  ） （  ） （  ） （  ） （   ）

合 計 

（  ） 

２ 

（１） （  ） （  ） （  ） 

２ 

（１） 

軽自動車については、（ ）内に内数で記載すること  



７．運送しようとする旅客の範囲 （行うものに○を付すものとする。）

   ○ イ 身体障害者福祉法第４条に規定する身体障害者 

   ○ ロ 介護保険法第１９条第１項に規定する要介護認定を受けている者 

   ○ ハ 介護保険法第１９条第２項に規定する要支援認定を受けている者 

   ○ ニ その他肢体不自由、内部障害、知的障害、精神障害その他の障害を有する者 

上記旅客については、病院の受診時に車椅子を必要とする者で、送迎サービスを利用す

る際には、原則として介護者を確保するものとする。 

 利用目的は、治療のための医療機関への送迎に限る。 



様式第６号 

登録番号 北富福 第２号 

運送主体(申請者) 社会福祉法人南砺市社会福祉協議会 

運行管理の体制等を記載した書類 

平成 26 年 1 月 29 日 

事務所名（ 社会福祉法人南砺市社会福祉協議会 ） 

１． 運行管理・整備管理の体制 

（ア）運行管理の責任者の名簿 

No 事務所名 氏    名 住   所 
※１ 

資格の種類 

１ 城端支所 前田 久夫 南砺市理休 429 

２ 平 支 所 山田 耕誠 南砺市下梨 2240 

３ 利賀支所 津田美樹子 南砺市利賀村百瀬 313 

４ 井波支所 小橋 芳江 南砺市井波 521 

５ 福野支所 太田 久則 南砺市院林 82-2 

６ 福光支所 横山 孝雄 南砺市荒木 1550 
※ 5 両以上配置する事務所にあっては、運行管理者資格証の写し又は施行規則第５１条の１７第２項各   

号のいずれかの要件を備えることを証する書類を添付すること。 

※ 資格の種類には、法２３条第１項の運行管理者又はその他の別を記載するものとする。 

（イ）整備管理の責任者の名簿 

No 事務所名 

車両名 

氏   名 住   所 

１ 城端支所 
なんと農業協同組合ｵｰﾄﾊﾟﾙなんと 

冨田 幸則 
南砺市金戸 267 

２ 平 支 所 
なんと農業協同組合ｵｰﾄﾊﾟﾙなんと 

冨田 幸則 
南砺市金戸 267 

３ 利賀支所 
石黒自動車工業株式会社 

樋口 孝博 
南砺市岩屋 312 

４ 井波支所 
木村自動車 

木村 正治 
南砺市坪野 229-1 

５ 
福野支所 
ワゴン R

株式会社栄和モータース 

松島 勝彦 
南砺市松原 1294-2 

６ 
福野支所 
セレナ

株式会社ビッグモーター石崎 

      岡本 寿登 
南砺市二日町 2085-2 

７ 
福光支所 
ミニキャブ

有限会社高野自動車整備工場 

高野 実 
南砺市福光 1413-4 

８ 
福光支所 
キューブ

株式会社協栄モータース 

保田 篤 
南砺市吉江中 1163 



（ウ）運行管理・整備管理に係る指揮命令系統 
運送に係る責任者 専従する責任者等 運行管理の責任者 運転者 43 名 

会長 齊藤 昌英 事務局長 野原 武次 城端支所 前田 久夫 

平支所   山田 耕誠 

利賀支所 津田美樹子 

井波支所 小橋 芳江 

福野支所 太田 久則 

福光支所 横山 孝雄

（別紙の 

とおり） 

整備管理の責任者 

城端支所  冨田 幸則 

平支所  冨田 幸則 

利賀支所 樋口 孝博 

井波支所 木村 正治 

福野支所 松島 勝彦 

    岡本 寿登 

福光支所 高野 実 

保田 篤

２．事故処理連絡体制 
運転者 

（携帯電話所持） 
→ 事故対応者 

・専従する責任者 野原 武次 

         ℡ 64-2940 

・運行管理責任者 

城端支所 前田 久夫  62-3547

平 支 所 山田 耕誠 66-2012

利賀支所 津田美樹子 68-2316

井波支所 小橋 芳江 82-0906

福野支所 太田 久則 22-3019

福光支所 横山 孝雄 52-1222

→ 代表者 

会長 齊藤 昌英 

 自宅℡ 22-2928

↓ ↓ ↓

南砺警察署  ℡ 52-0110 

井波幹部交番 ℡ 82-0218 

消防署    ℡ 119 番 

南砺市福祉有償運送等運営協議会 

 市主管課 市民生部福祉課 ℡ 23-2009 

北陸信越運輸局富山運輸支局 

 ℡ 076-423-0893 

３．苦情処理体制 
苦情処理責任者 

城端支所  前田 久夫   

平 支 所  山田 耕誠  

利賀支所  津田美樹子  

井波支所  小橋 芳江  

福野支所  太田 久則  

福光支所  横山 孝雄 

苦情処理担当者 

城端支所  新敷美希枝 

平 支 所  山本 直子 

 利賀支所  水口 良幸 

 井波支所   筏  淳子  

 福野支所  松本 麗子 

 福光支所  川森 直美



（５１条の２５関係） 参考様式第イ号

旅　　客　　の　　名　　簿

自家用有償旅客運送者の名称

イ身 ロ介 ハ支 ニ他

1 2008/12/17 ○ ○

2 2009/1/26 ○ ○

3 2009/8/26 ○

4 2010/6/8 ○

5 2010/11/26 ○

6 2011/4/26 ○

7 2013/7/2 ○

8 2013/7/25 ○

9 2011/6/28 ○

10 2006/1/10 ○ ○

11 2006/8/31 ○ ○

12 2011/6/21 ○

13 2002/12/17 ○ ○

14 2008/3/19 ○

15 2012/6/11 ○ ○

16 2012/9/18 ○

17 2013/12/3 ○

18 2001/10/4 ○

19 2001/9/18 ○ ○

20 2004/12/2 ○

21 2010/1/29 ○ ○

運送を必要とする理由

備考

（福祉有償運送用）

H25.12.31

番号 氏　　　名
初回登録日

例：2011/1/15

社会福祉法人

南砺市社会福祉協議会



イ身 ロ介 ハ支 ニ他

22 2011/1/18 ○

23 2011/5/2 ○ ○

24 2012/9/8 ○ ○

25 2012/9/10 ○ ○

26 2013/7/5 ○ ○

イ　身体障害者

ロ　要介護認定者

ハ　要支援認定者

二　その他

　　（肢体不自由、内部障害、精神障害、その他の障害）

番号 氏　　　名
初回登録日

例：2011/1/15

運送を必要とする理由

備考



南砺市福祉有償運送等運営協議会　資料

１　送迎サービスについて

サービス内容

利用対象者

行き先

運行時間

運休日

運転者

利用の予約

利用回数

利用料
(片道単位)

２　現在の運行状況

項目 城端・井口 平・上平 利賀 井波 福野 福光

車両台数 １台 １台 １台 １台 ２台 ２台

利用登録者
（H25年度新規)

９名
（内２名）

０名 １名 ２名
５名

（内１名）
９名

（内１名）

実利用者数 ８名 ０名 ０名 ２名 ４名 ５名

主な行き先
南砺市民

公立南砺中央

砺波総合

南砺市民
南砺市民
福野病院

公立南砺中央

砺波総合

公立南砺中央

北陸病院
砺波総合

運転ﾎﾞﾗﾝﾃｲｱ
登録者数

５名 ６名 ４名 ３名 ７名 １０名 ３５名

職員登録者数 ８名

運転ﾎﾞﾗﾝﾃｲｱ
活動者数

３名 ０名 ０名 １名 ５名 １１名

稼動日数 ２８日 ０日 ０日 １１日 ２１日 ７３日

利用件数
(片道単位)

５６件 ０件 ０件 ２２件 ４２件 １１２件

毎週土日、祝日、お盆(８月１４日～１６日)
年末年始(１２月２９日～１月３日）

運転ボランティアとして南砺市ボランティアセンターに登録し、免許取得後
３年以上の運転経験がある方。活動期間は満74歳を迎えた年度末まで。
(一種免許の方は認定講習受講が必要)

利用申請書を提出し利用決定通知を受けた後(利用者として登録後)、利用希
望日の１週間前までに利用の予約をする。

１９名

２０名

合計

１３３日

２３２件

計４３名

原則１週間あたり１回程度。

　　～ 5km未満　　500円　 5km～10km未満　1,000円
10km～15km未満　1,400円　15km～20km未満  1,700円
20km～25km未満　2,000円　25km～30km未満　2,300円

社会福祉法人南砺市社会福祉会協議会

平成25年12月31日現在

８台

２６名
（内４名）

高齢又は身体に障がいがあり外出が困難な方を対象に、車椅子に乗ったまま
乗り降りできる福祉車両を運行し、医療機関への送迎を行う。

南砺市在住の在宅の方で、日常生活に車椅子を利用している方で、座位を保てる比較
的健康な方。
ただし、原則として要介護度が3以下であり、サービス利用時は付き添い者が必要。

主に南砺市及び砺波市内の医療機関

午前９時～午後４時

自宅から医療機関
までの直線距離







○南砺市福祉有償運送等運営協議会設置要綱

平成１８年２月８日

告示第３号

改正 平成２０年３月２８日告示第６３号

（設置）

第１条 道路運送法（昭和２６年法律第１８３号。以下「法」という。）の規定に基づき、

福祉有償運送の適正な運営の確保を通じ、住民の福祉の向上及び公共の福祉の増進を図

るため、福祉有償運送の必要性、これらを行う場合における旅客から収受する対価その

他福祉有償運送の適正な運営の確保のために必要となる事項を協議するため、南砺市福

祉有償運送等運営協議会（以下「協議会」という。）を設置する。

（協議事項）

第２条 協議会は、次の各号に掲げる事項について協議するものとする。

（１） 法第７９条の規定により、福祉有償運送の登録（法第７９条の６第１項の規定

による有効期間の更新の登録及び法第７９条の７第１項の規定による変更登録を含

む。）を申請する場合における運送の必要性及び旅客から収受する対価に関する事項

（２） 法第７９条の１２第１項第４号の規定による合意の解除に関する事項

（３） 協議会の運営方法、福祉有償運送のサービス内容その他福祉有償運送に関し協

議会が必要と認める事項

（協議会の構成）

第３条 協議会の委員の定数は、１２人以内とする。

２ 協議会の委員は、次に掲げる者の中から市長が委嘱する。

（１） 行政機関の職員

（２） 北陸信越運輸局富山運輸支局長又はその指名する職員

（３） 有償運送の利用者の代表

（４） 地域住民の代表

（５） ボランティア団体の代表

（６） 市内の交通機関及び運転者が組織する団体の代表

（７） 一般旅客自動車運送事業者及びその事業者が組織する団体の代表

（８） その他市長が必要と認める者



３ 市長は、協議会の説明員として運送主体の代表者を協議会に参加させることができる

ものとする。

（任期）

第４条 委員の任期は、２年とし、再任を妨げない。ただし、補欠委員の任期は前任者の

残任期間とする。

（会長及び副会長）

第５条 協議会には、会長及び副会長を置き、委員の互選により定める。

２ 会長は、協議会を代表し、会務を総理する。

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職

務を代理する。

（会議）

第６条 協議会の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集し、会長が議長となる。

２ 会議は、委員の過半数の出席がなければ開催することができない。

３ 会議の議事は、出席委員の過半数で決定し、可否同数の場合には議長の決するところ

による。

（守秘義務）

第７条 協議会の委員は、個人情報その他業務上知り得た秘密を他に漏らしてはならない。

（協議結果の取扱い）

第８条 関係者は、協議会において協議が調った事項について、その結果を尊重し、当該

事項の誠実な実施に努めるものとする。

（庶務）

第９条 協議会の庶務は、民生部福祉課において処理する。

（委任）

第１０条 この告示に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長が協議

会に諮って定める。

附 則

この告示は、公表の日から施行する。

附 則（平成２０年３月２８日告示第６３号）

この告示は、公表の日から施行する。



南砺市福祉有償運送等運営協議会におけるガイドラインについて                             平成２０年３月６日 

No 項目 
国のガイドライン 

（道路運送法、道路運送法施行規則、国自第 143号通達） 

南砺市福祉有償運送等運営

協議会のガイドライン 
備考 

１ 運送主体

について 

（１）特定非営利活動法人 

（２）民法第 34条の規定により設立された法人、農業協同組合、消費生活協同組合 

医療法人、社会福祉法人、商工会議所、商工会 

※民法抜粋 

第 34 条 学術、技芸、慈善、祭祀、宗教その他の公益に関する社団又は財団であって、営

利を目的としないものは、主務官庁の許可を得て、法人とすることができる。 

同左  

２ 運送の対

象につい

て 

（１）福祉有償運送の対象 

福祉有償運送の対象となる旅客は、次に掲げる者のうち他人の介助によらずに移動す

ることが困難であると認められ、かつ、単独でタクシーその他の公共交通機関を利用

することが困難な者であって、会員として名簿に記載されている者及びその付添人。

① 介護保険法に規定する「要介護認定」及び「要支援認定」を受けている者 

② 身体障害者福祉法に規定する「身体障害者」 

③ その他肢体不自由、内部障害、知的障害、精神障害その他の障害を有する者 

（２）運送者は、その運送サービスの提供を受ける旅客について、次に掲げる事項を記載し

た名簿を作成し、これを事務所に備えて置かなければならない。 

  ① 氏名  ② 住所  ③ 運送を必要とする理由  ④ その他必要な事項 

（３）運送の区域 

   運送の区域は当該市町村を単位とするものとし、旅客の発地又は着地のいずれかが運

送の区域にあること。 

（１） 

①は、要介護者（要介護１以

上のみとする） 

②は、同左 

③は、同左 

かつ、単独での移動が困難な

者で、単独ではタクシー等の

公共交通機関を利用するこ

とが困難な者とする。 

（２）（３）は同左。 

①NPO 法人は、新

規に会員登録す

る場合は、その都

度南砺市に申請

し、市でガイドラ

インに基づき判

定し、NPO 法人に

決定通知を出す

ものとする。 

３ 使用車両

について 

（１）乗車定員 11人未満であって以下に掲げる自動車により行うこと。 

・寝台車：車内に寝台（ストレッチャー）を固定する設備を有する自動車 

・車いす車：車いすの利用者が車いすのまま車内に乗り込むことが可能な自動車で 

あってスロープ又はリフト付きの自動車 

  ・兼用車：ストレッチャー及び車いすの双方に対応した自動車 

  ・回転シート車：回転シート（リフトアップシートを含む）を備える自動車 

・セダン等（貨物運送の用に供する自動車を除く） 

同左 ①車両の変更に

ついては、南砺市

に報告するもの

とする。 

②車両の増車に

ついては、運営協

議会で協議する



（２）使用する車両は、運送主体が使用権原を有していること。 

① 使用権原を証する書類 

自動車検査証及び自動車の使用者と運送主体との間で締結された契約書又は使用承

諾書当該契約書及び使用承諾書は、福祉有償運送を実施する間、使用権原及び運送に

伴う責任が運送主体にあることを定めたものであること。 

（３） 車体の両側面に、次に掲げる事項を記載した標章を見やすいように表示すること。 

文字はステッカー、マグネットシート、ペンキ等による横書きとし、また、文字の大

きさは、一文字の大きさが一辺５センチメートル以上とする。 

  ① 運送者の名称  ② 「有償運送車両」の文字 ③ 登録番号

   また、登録証の写しを自動車に備えて置くこと。 

同左 

ただし、文字の大きさは一辺

７センチメートル以上とす

る。 

同左 

ものとする。 

③車両は平成 18

年 10 月以降も福

祉車両とする。た

だし、セダン型 

車両の申請があ

った場合には、運

営協議会で協議

するものとする。

４ 運転者に

ついて 

（１）第 2種運転免許を受けており、かつ、その効力が停止されていない者、又は、第一種

   運転免許を受けており、かつ、その効力が過去二年以内において停止されていない者

   であって、次に掲げる要件のいずれかを備える者であること。 

① 国土交通大臣が認定する講習を修了していること。 

② 社団法人全国乗用自動車連合会等が行うケア輸送サービス従事者研修を終了した

者であること。 

（２）福祉自動車以外の自動車を使用して福祉有償運送を行う場合、運転者は、（１）の要

件のほか次に掲げる要件のいずれかを備える者であること。又は、次に掲げる要件の

いずれかを備える者が乗務すること。 

  ① 社会福祉士及び介護福祉士 

② 国土交通大臣が認定する講習を修了していること。 

   ③ 社団法人全国乗用自動車連合会等が行うケア輸送サービス従事者研修を終了した

者であること。 

  ④ 介護保険法施行令第 3条第 1項各号に掲げる研修の課程又は「指定居宅介護等の提

供に当たる者として厚生労働大臣が定めるもの」に規定する研修の課程を修了し、そ

の旨の証明書の交付を受けた者であること。 

同左 

ただし、（１）の過去二年以

内は、過去三年以内とする。

①運転者の変更

等については、南

砺市でガイドラ

インに基づき判

定し、後日、名簿

を各委員に案内

するものとする。

５ 損害賠償

措置につ

いて 

運送者は、運行により生じた旅客その他の者の生命、身体又は財産の損害を賠償するた 

めの措置であって、国土交通大臣が告示で定める基準に適合するものを講じておくこと。 

・対人については、無制限に

加入していること。 

・損害賠償責任保険、損害賠



 ※告示で定める基準 

  次に掲げる要件に適合する損害賠償責任保険契約を保険業法に基づき損害賠償責任保

険を営むことができる者と締結していること。又は、損害賠償責任共済契約を中小企業等協

同組合法その他の法律に基づき損害賠償責任共済の事業を行う者と締結していること。 

① 運行により生じた旅客その他の者の生命又は身体の損害を賠償することによって生

ずる損失にあっては、一人につき八千万円以上を限度額としててん補することを内容と

するもの。 

② 運行により生じた旅客その他の者の財産の損害を賠償することによって生ずる損失

にあっては、一事故につき二百万円以上を限度額としててん補することを内容とするも

の。 

③ 保険期間中の保険金支払額、または、共済期間中の共済金支払額に一定割合の負担額

その他の制限がないこと。 

④ 運送者の法令違反が原因の事故について補償が免責となっていないこと。 

⑤ 車の台数に応じて契約を締結する場合は、すべての自動車について契約を締結するこ

と。 

償責任共済は搭乗者保険を

対象に含むものとする。 

６ 運送の対

価につい

て 

（１）対価の基準 

 ① 旅客の運送に要する燃料費その他の費用を勘案して実費の範囲内であること。 

 ② 合理的な方法により定められ、かつ、旅客にとって明確であること。 

 ③ 当該地域における一般旅客自動車運送事業に係る運賃及び料金を勘案して、当該運送

が営利を目的としているとは認められない妥当な範囲内であり、かつ、運営協議会にお

いて協議が調っていること。 

（２）具体的な基準 

 ① 運送の対価は、当該地域におけるタクシーの上限運賃の概ね１／２の範囲内であるこ

と。 

 ② 運送の対価以外の対価にあっては、実費の範囲内であること。 

 ③ 均一制など定額制による運送の対価において、近距離利用者の負担が過重となるな

ど、利用者間の公平を失するような対価の設定となっていないと認められること。 

 ④ 運送の対価を距離制又は時間制で定める場合であって、車庫を出発した時点からの走

行距離を基に対価を算定しようとする場合にあっては、当該同一旅客をタクシーが運送

同左 



した場合の実車運賃の額に迎車回送料金を加えた合計額と比較して、当該対価が概ね 

  １／２の範囲内であると認められること。ただし、当該対価を適用する場合には、迎車

回送料金を併せて徴収してはならない。 

（３）対価の掲示等 

   運送者は、旅客から収受する対価を、あらかじめ、旅客に対し書面の掲示その他適切

  な方法により説明すること。これを変更するときも同様とする。 

車内に運送対価がわかるも

のを提示すること。 

７ 管理運営

体制につ

いて 

（１）運送者は、自動車の運行管理の責任者の選任その他運行管理の体制の整備を行うこと。

 ① 運行管理の責任者の選任にあっては、施行規則第５１条の１７第２項の定めにより、

  事務所ごとに配置する自動車の数により必要となる員数を選任すること。 

 ② 運行管理の責任者がやむを得ず不在となる場合は、予め運行管理を代行する者を定

め、適切な運行管理の実施を確保すること。  

（２）運送者は、乗務しようとする運転者に対して、疾病、疲労、飲酒その他の理由により

  安全な運転をすることができないおそれの有無を確認し、運行の安全を確保するために

必要な指示を与え、運転者ごとに確認を行った旨及び指示の内容を記録し、かつ、その

記録を１年間保存すること。 

   運送者が乗務しようとする運転者に対して行う確認、指示は対面により行うよう努め

ること。対面での確認が困難である場合には、電話により必要な確認、指示を確実に実

施できる体制を整備し実施すること。 

（３）運送者は、運転者が乗務したときは、次に掲げる事項を運転者ごとに記録させ、かつ

  その記録を１年間保存すること。 

 ① 運転者の氏名  ②自動車登録番号その他の当該自動車を識別できる表示 

 ③ 乗務の開始及び終了の地点及び日時並びに主な経過地点及び乗務した距離 

 ④ 事故又は異常な状態が発生した場合にあっては、その概要及び原因 

（４）運送主体は、運転者ごとに、次に掲げる事項を記載した運転者台帳を作成し、これを

  事務所に備えておくこと。 

 ① 作成番号及び作成年月日 ② 運送者の名称 ③ 運転者の氏名、生年月日、住所 

 ④ 運転免許証の番号及び有効期限、運転免許の年月日及び種類、免許の条件 

 ⑤ 運転者の要件に係る事項 

 ⑥ 事故を引き起こした場合又は道路交通法違反の通知を受けた場合は、その概要 

同左 ①運行記録等の

様式は、統一した

様式を使用する

ものとする。 



 ⑦ 運転者の健康状態 

   また、運転者が運転者でなくなった場合には、直ちに、当該運転者の運転者台帳に運

転者でなくなった年月日及び理由を記載し、これを二年間保存すること。 

（５）運送主体は、次に掲げる事項を記載し、かつ当該運転者の写真をはり付けた運転者証

  を作成し、これを旅客に見やすいように表示し、又は乗務する自動車内に掲示すること。

 ① 作成番号及び作成年月日 ② 運送者の名称 ③ 運転者の氏名 

 ④ 運転免許証の有効期限 ⑤ 運転者の要件に係る事項 

（６）運送者は、自動車に係る事故が発生した場合の対応に係る責任者の選任その他連絡体

  制の整備を行うこと。 

   また、自動車に係る事故が発生した場合には、次に掲げる事項を記録し、その記録を

  事務所において２年間保存すること。 

 ① 運転者の氏名 ② 自動車登録番号その他の当該自動車を識別できる表示 

 ③ 事故の発生日 ④ 事故の発生場所 ⑤ 事故の当事者（運転者を除く）の氏名 

 ⑥ 事故の概要（損害の程度を含む） ⑦ 事故の原因 ⑧ 再発防止策 

（７）運送者は、苦情処理の体制を整備し、運送に関して苦情を申し出た者に対して、遅滞

  なく弁明すること。 

   また、苦情の申出を受け付けた場合には、次に掲げる事項を記録し、かつ、その記録

  を整理して１年間保存すること。 

 ① 苦情の内容 ② 原因究明の結果 ③ 苦情に対する弁明の内容 

 ④ 改善措置 ⑤ 苦情処理を担当した者 

（８）運送者は、自動車の点検及び整備の適切な実施を確保するため、自動車の整備管理の

  責任者の選任その他整備管理の体制の整備を行うこと。 

８ 法令遵守

について 

道路運送法７９条の４第１項各号に該当するものでないこと。 

※道路運送法抜粋 

第７９条の４ 国土交通大臣は、第７９条の２の規定による登録の申請が次の各号のいず

 れかに該当する場合には、その登録を拒否しなければならない。 

１ 申請者が一年以上の懲役又は禁錮の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受

同左  



けることがなくなった日から二年を経過していない者であること。 

２ 申請者が第７９条の１２の規定による登録の取消を受け、取消しの日から二年を経過

 していない者（当該登録を取り消された者が法人である場合においては、当該取消しを

受けた法人のその処分を受ける原因となった事項が発生した当時現にその法人の業務

を執行する役員として在任した者で当該取消しの日から二年を経過していないものを

含む）であるとき。 

３ 申請者が自家用有償旅客運送の業務に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成

年者又は成年被後見人である場合において、その法定代理人が前二号のいずれかに該当

する者であるとき。 

４ 申請者が法人である場合において、その法人の役員が前三号のいずれかに該当する者

 であるとき。 

５ 申請に係る自家用有償旅客運送に関し、国土交通省令で定めるところにより、地方公

供団体、一般旅客自動車運送事業者又はその組織する団体、住民その他の国土交通省令

で定める関係者が、一般旅客自動車運送事業者によることが困難であり、かつ、地域住

民の生活に必要な旅客輸送を確保するため必要であることについて合意していないと

き。 

６ 申請者がその申請に係る自家用有償旅客運送に必要と認められる輸送施設の保有、運

 転者の確保、自家用有償旅客運送自動車の運行管理の体制の整備その他の輸送の安全及

び旅客の利便の確保のために必要な国土交通省令で定める措置を講ずると認められな

いとき。 


